
Ⅲ．水道事業会計
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様

同 中　谷　　政　人

令和４年度交野市水道事業会計決算審査意見書の提出について

　地方公営企業法第３０条第２項の規定に基づき、審査に付された令和４年度

交野市水道事業会計決算を審査した結果、次のとおり意見を提出する。

交 監 第 ４ ６ 号

令 和 ５ 年 ９ 月 １ ９ 日

（写）

交 野 市 長

山　本　　景

交野市監査委員 小　串　　弘　明
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　　なお、水道事業会計の決算状況及び意見は次のとおりである。

　した。

Ⅳ．審査の結果及び意見

　　審査に付された決算諸表及び附属書類は、いずれも関係法令に準拠して作成されてお

　り、決算計数は関係諸帳簿と照合した結果、誤りのないものと認めた。

　　また、事業の運営が常に企業の経済性を発揮することに努め、本年度の経営成績及び

　財政状態は適正に表示しているものと認めた。

　　審査にあたっては、地方公営企業法第３０条及び同法施行令第２３条の規定により提

　出された決算報告書、財務諸表及びその他の附属書類が関係法令に準拠して作成され、

　かつ本事業の経営成績及び財政状態が適正に表示されているかを検証するため、会計帳

　簿と証拠書類を照合するとともに経営内容を把握するため通常実施すべき審査手続きを

　実施するとともに、経済性の発揮及び公共性の確保を主眼として慎重に審査し、また例

　月現金出納検査の結果を参考とし、さらに必要に応じ関係職員から説明を聴取して実施

令和４年度交野市水道事業会計決算審査意見書

Ⅰ．審査の対象

　　令和４年度交野市水道事業会計決算

Ⅱ．審査の期間

　　令和５年６月２３日(金)から令和５年９月１９日（火）まで

Ⅲ．審査の概要
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１．業務の概要について

単 位 ４ 年 度 ３ 年 度 増 減 増 減 率 ( ％ )

総 人 口 人 77,243 77,423 -180 -0.2

計 画 給 水 人 口 人 77,870 77,870 0 0.0

給 水 人 口 人 77,234 77,414 -180 -0.2

普 及 率 ％ 100.0 100.0 0.0 0.0

給 水 戸 数 戸 30,335 29,995 340 1.1

配 水 量 ㎥ 7,487,773 7,756,996 -269,223 -3.5

有 収 水 量 ㎥ 7,381,011 7,485,344 -104,333 -1.4

有 収 率 ％ 98.6 96.5 2.1 2.2

１ 日 平 均 配 水 量 ㎥ 20,514 21,252 -738 -3.5

１ 人 １ 日 平 均 配 水 量 ㍑ 266 275 -9.0 -3.3

１ 日 最 大 配 水 量 ㎥／日 22,833 23,872 -1,039 -4.4

１ 人 １ 日 最 大 配 水 量 ㍑ 296 308 -12 -3.9

配 水 能 力 ㎥／日 38,500 38,500 0 0.0

負 荷 率 ％ 89.8 89.0 0.8 0.9

施 設 利 用 率 ％ 53.3 55.2 -1.9 -3.4

最 大 稼 動 率 ％ 59.3 62.0 -2.7 -4.4

配 水 管 使 用 効 率 ㎥／ｍ 24.1 24.9 -0.8 -3.2

固 定 資 産 使 用 効 率 ㎥／万円 5.2 5.3 0.0 -1.9

供 給 単 価 円 149.25 156.45 -7.20 -4.6

給 水 原 価 円 175.79 169.73 6.06 3.6

職 員 １ 人 当 り 給 水 人 口 人 3,358 3,226 132 4.1

職 員 １ 人 当 り 有 収 水 量 ㎥ 320,914 311,889 9,025 2.9

職 員 １ 人 当 り 営 業 収 益 千円 50,661 52,784 -2,123 -4.0

職員１人当り有形固定資産 万円 53,224 52,331 893 1.7

1
2
3
4
5
6
7
8
9

項　　　　　　　　目 

   

本年度末の総人口は 77,243 人で前年度に比べ 180 人減少し、給水人口も 7

7,234 人と前年度に比べ 180 人減少し、給水戸数は開発により 340 戸増加し

た。また配水量は 7,487,773 ㎥と 269,223 ㎥減少し、有収水量も 104,333 ㎥

減少したものの、有収率は前年度より 2.1 ポイント上昇している。 

 施設利用率は 53.3％となっており、前年度より 1.9 ポイント減少している。

この比率が高率を示せば施設の効率的な利用を意味し、低ければそれだけ施

設が遊休していることを示すが、これは配水量が減少しているためと考えら

れる。 

 最大稼働率は 59.3％となっており、前年度より 2.7 ポイント下降している。

これは１日最大配水量の減少によるもので、この比率は 100％に近くなるほ

ど安定的な給水に問題を生じさせることを示す。 

 負荷率は 89.8％となっており、前年度より 0.8 ポイント上昇している。こ

の比率は施設の稼働状態を示すものであり、高率になるほど年間を通じて平

均的に稼働していることになり、企業の体質が良いことを示している。 
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２．収支の概要について

  (1) 経営収支

(単位：千円）

営 給 水 収 益 1,101,620 1,171,065 -69,445 -5.9

業 受 託 工 事 収 益 11,008 0 11,008 皆増

収 そ の 他 の 営 業 収 益 52,578 95,759 -43,181 -45.1

益 計 1,165,206 1,266,824 -101,618 -8.0

営 原 水 及 び 浄 水 費 356,597 354,363 2,234 0.6

配 水 及 び 給 水 費 194,866 188,868 5,998 3.2

業 受 託 工 事 費 14,240 0 14,240 皆増

総 係 費 185,872 175,229 10,643 6.1

費 減 価 償 却 費 499,678 490,912 8,766 1.8

資 産 減 耗 費 635 0 635 皆増

用 計 1,251,888 1,209,372 42,516 3.5

-86,682 57,452 -144,134 -250.9

受 取 利 息 及 び 配 当 金 677 674 3 0.4

分 担 金 57,702 62,244 -4,542 -7.3

他 会 計 補 助 金 66,816 0 66,816 皆増

雑 収 益 845 629 216 34.3

長 期 前 受 金 戻 入 69,289 67,987 1,302 1.9

計 195,329 131,534 63,795 48.5

支払利息及び企業債取扱諸費 122,211 128,516 -6,305 -4.9

雑 支 出 6,940 567 6,373 1,124.0

計 129,151 129,083 68 0.1

66,178 2,451 63,727 2,600.0

1,360,535 1,398,358 -37,823 -2.7

1,381,039 1,338,455 42,584 3.2

-20,504 59,903 -80,407 -134.2

0 0 0 -

767 865 -98 -11.3

総 1,360,535 1,398,358 -37,823 -2.7

収 1,381,806 1,339,320 42,486 3.2

支 -21,271 59,038 -80,309 -136.0

93.3 104.8 -11.5 -11.0

98.5 104.5 -6.0 -5.7

総 収 益

総 費 用

差 引

営 業 収 支 比 率 （ ％ ）

経 常 収 支 比 率 （ ％ ）

　※　消費税抜き

経
常
収
支

経 常 収 益

経 常 費 用

差 引

特 別 利 益

特 別 損 失

営

業

収

支 差 引
営

業

外

収

支

営

業

外

収

益
営
業
外
費
用

差 引

経 営 収 支 比 較 表

年度別
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額 増 減 率 (%)

項　目

本年度の経営収支は、総収益 1,360,535 千円に対し、総費用は 1,381,806 千

円で、差引き 21,271 千円の純損失となった。昨年度と比較すると 80,309 千円

の減少となった。 

 これは、主に水道局退職者に係る市長部局からの繰入金などの収入の減少や、

や、動力費や減価償却費などの費用が増加したことによるものである。 

 営業収支比率は主に給水収益の減少等により昨年度に比べ 11.5 ポイント減

少した。 
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(2) 収　　益

決 算 額
構 成 比 率

(%)
決 算 額

構 成 比 率
(%)

料 金 収 入 1,058,594 77.8 1,128,624 80.7 -70,030 -6.2

メ ー タ ー 使 用 料 43,026 3.2 42,441 3.0 585 1.4

小 計 1,101,620 81.0 1,171,065 83.7 -69,445 -5.9

11,008 0.8 0 0.0 11,008 皆増

他 会 計 負 担 金 3,802 0.3 49,306 3.5 -45,504 -92.3

手 数 料 6,167 0.5 5,201 0.4 966 18.6

雑 収 益 42,609 3.1 41,252 3.0 1,357 3.3

小 計 52,578 3.9 95,759 6.9 -43,181 -45.1

1,165,206 85.7 1,266,824 90.6 -101,618 -8.0

677 0.0 674 0.0 3 0.4

57,702 4.2 62,244 4.5 -4,542 -7.3

66,816 4.9 0 - 66,816 皆増

845 0.1 629 0.0 216 34.3

69,289 5.1 67,987 4.9 1,302 1.9

195,329 14.3 131,534 9.4 63,795 48.5

0 0.0 0 0.0 0 -

1,360,535 100.0 1,398,358 100 -37,823 -2.7

合 計
営

業

外

収

益

増減率(%)

項　目

合 計

特 別 利 益

他 会 計 補 助 金

水 道 事 業 収 益

※消費税抜き

営

業

収

益

給

水

収

益

受 託 工 事 収 益
そ

の

他

の

営

業

収

益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

分 担 金

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

収  益  比  較  表

(単位：千円）

年度別 ４ 年 度 ３ 年 度

増 減 額

①  営業収益 

  営業収益は 1,165,206 千円で、前年度に比べ 101,618 千円減額となっている。 

ア．給水収益 

本年度の給水収益は 1,101,620 千円で、前年度に比べ 69,445 千円減額となっ

ている。その内訳は、料金収入で 70,030 千円の減額、メーター使用料で 585 千

円の増額となっている。これは、給水戸数が若干増加したものの、配水量、有収

水量ともに減少したことによるものと考えられる。 

  イ．その他の営業収益 

    その他の営業収益は 52,578 千円で、前年度に比べ 43,181 千円減額となってい

る。これは、水道局退職者に係る退職金の本庁負担分の減少によるものである。 

②  営業外収益 

  営業外収益は 195,329 千円で、前年度に比べ 63,795 千円増額となっている。 

  ア．受取利息及び配当金 

   受取利息及び配当金は 677 千円で前年度に比べ 3 千円増額となっている。これ

は、定期預金の満期までの日数の増加によるものである。 

イ．分担金 

    分担金は 57,702 千円で、前年度に比べ 4,542 千円減額となっている。 

   これは、給水戸数は若干増加したものの、大口の開発が少なかったことが要因

と考えられる。 

 ウ．他会計補助金 

   他会計補助金は 66,816 千円で、増額となっている。 

エ．雑収益 

    雑収益は 845 千円で、前年度に比べ 216 千円増額となっている。 

   これは、行政財産使用料の増加によるものである。 

 オ．長期前受金戻入 

   長期前受金戻入は 69,289 千円で、前年度に比べ 1,302 千円増額となっている。

これは、資産減価償却に応じて長期前受金を収益として振替えたためである。 

③  特別利益 

 特別利益は 0 千円で、前年度からの増減はない。 
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①  営業収益 

  営業収益は 1,165,206 千円で、前年度に比べ 101,618 千円減額となっている。 

ア．給水収益 

本年度の給水収益は 1,101,620 千円で、前年度に比べ 69,445 千円減額となっ

ている。その内訳は、料金収入で 70,030 千円の減額、メーター使用料で 585 千

円の増額となっている。これは、給水戸数が若干増加したものの、配水量、有収

水量ともに減少したことによるものと考えられる。 

  イ．その他の営業収益 

    その他の営業収益は 52,578 千円で、前年度に比べ 43,181 千円減額となってい

る。これは、水道局退職者に係る退職金の本庁負担分の減少によるものである。 

②  営業外収益 

  営業外収益は 195,329 千円で、前年度に比べ 63,795 千円増額となっている。 

  ア．受取利息及び配当金 

   受取利息及び配当金は 677 千円で前年度に比べ 3 千円増額となっている。これ

は、定期預金の満期までの日数の増加によるものである。 

イ．分担金 

    分担金は 57,702 千円で、前年度に比べ 4,542 千円減額となっている。 

   これは、給水戸数は若干増加したものの、大口の開発が少なかったことが要因

と考えられる。 

 ウ．他会計補助金 

   他会計補助金は 66,816 千円で、増額となっている。 

エ．雑収益 

    雑収益は 845 千円で、前年度に比べ 216 千円増額となっている。 

   これは、行政財産使用料の増加によるものである。 

 オ．長期前受金戻入 

   長期前受金戻入は 69,289 千円で、前年度に比べ 1,302 千円増額となっている。

これは、資産減価償却に応じて長期前受金を収益として振替えたためである。 

③  特別利益 

 特別利益は 0 千円で、前年度からの増減はない。 
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(3)費　　用

決 算 額
構 成 比 率

(%)
決 算 額

構 成 比 率
(%)

給 料 80,097 5.8 84,794 6.3 -4,697 -5.5

手 当 等 39,602 2.9 46,551 3.5 -6,949 -14.9

賃 金 ・ 報 酬 0 0.0 0 - 0 -

賞 与 引 当 金 繰 入 額 12,932 0.9 13,079 1.0 -147 皆減

退 職 給 与 金 10,429 0.7 0 - 10,429 皆増

法 定 福 利 費 24,751 1.8 26,999 2.0 -2,248 -8.3

計 167,811 12.1 171,423 12.8 -3,612 -2.1

122,211 8.9 128,516 9.6 -6,305 -4.9

499,678 36.2 490,912 36.6 8,766 1.8

157,248 11.4 130,068 9.7 27,180 20.9

36,378 2.6 44,001 3.3 -7,623 -17.3

8,761 0.6 11,447 0.9 -2,686 -23.5

2,433 0.2 1,538 0.1 895 58.2

5,708 0.4 4,971 0.4 737 14.8

108,284 7.8 132,229 9.9 -23,945 -18.1

259,054 18.8 224,215 16.7 34,839 15.5

14,240 1.0 0 0.0 14,240 皆増

1,381,806 100.0 1,339,320 100.0 42,486 3.2

　※消費税抜き

材 料 費

薬 品 費

受 水 費

そ の 他

受 託 工 事 費

合 計

職

員

給

与

費

支 払 利 息 等

減 価 償 却 費

動 力 費

修 繕 費

路 面 復 旧 費

費  用  比  較  表

(単位：千円）

年度別 ４ 年 度 ３ 年 度
増 減 額 増 減 率 (%)

項　目
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①  職員給与費 

  職員給与費は 167,811 千円で、前年度に比べ 3,612 千円減額となっている。 

②  支払利息等 

  支払利息等は 122,211 千円で、前年度に比べ 6,305 千円減額となっている。 

  これは、企業債の利息の減少によるものである。 

③  減価償却費 

  減価償却費は 499,678 千円で前年度に比べ 8,766 千円増額となっている。 

④  動力費 

  動力費は 157,248 千円で前年度に比べ 27,180 千円増額となっている。 

  これは、燃料費調整単価が高騰したため、増加したものである。 

⑤  修繕費 

  修繕費は 36,378 千円で前年度に比べ 7,623 千円減額となっている。 

  これは、漏水工事の減少によるものである。 

⑥  路面復旧費 

  路面復旧費は 8,761 千円で前年度に比べ 2,686 千円減額となっている。 

これは、漏水工事の減少に伴う舗装面積の減少によるものである。 

⑦  材料費 

  材料費は 2,433 千円で前年度に比べ 895 千円増額となっている。 

⑧  薬品費 

  薬品費は 5,708 千円で前年度に比べ 737 千円増額となっている。 

⑨  受水費 

  受水費は 108,284 千円で前年度に比べ 23,945 千円減額となっている。 

⑩  その他 

 その他の費用は 259,054 千円で前年度に比べ 34,839 千円増額となっ 

ている。 

⑪  受託工事費 

受託工事費は 14,240 千円で増額となっている。 
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３．予算の執行状況について

　(1) 収益的収入及び支出

(収　入）

金 額 構成比率(％) 増 減 額 収 入 率 ( ％ )

水道事業収益 1,469,686 1,481,673 100.0 11,987 100.8

営業収益 1,253,192 1,280,606 86.4 27,414 102.2

給水収益 1,181,394 1,211,659 81.8 30,265 102.6

受託工事収益 15,000 12,108 0.8 -2,892 80.7

その他の営業収益 56,798 56,839 3.8 41 100.1

営業外収益 216,484 201,067 13.6 -15,417 92.9

受取利息及び配当金 674 677 0.0 3 100.4

分担金 76,758 63,472 4.3 -13,286 82.7

他会計補助金 68,970 66,817 4.5 -2,153 96.9

雑収益 448 812 0.1 364 181.3

消費税及び地方消費税還付金 0 0 - 0 -

長期前受金戻入 69,634 69,289 4.7 -345 99.5

特別利益 10 0 0.0 -10 0.0

固定資産売却益 0 0 0.0 0 -

過年度損益修正益 10 0 0.0 -10 0.0

※消費税込み

               (単位：千円）　

区 分 予 算 現 額

決 算 額 予 算 現 額 対 決 算 額

水道事業収益は、予算現額 1,469,686 千円に対し、決算額は 1,481,673 千円で収入

率は 100.8％となっている。 

 水道事業費用は、予算現額 1,623,036 千円に対し、決算額は 1,492,531 千円で執行

率は 92.0％となっている。 

 

78



(支　出）

金 額 構成比率(％)

水道事業費用 1,623,036 1,492,531 100.0 130,505 92.0

営業費用 1,408,049 1,309,965 87.7 98,084 93.0

　　原水及び浄水費 400,103 386,325 25.9 13,778 96.6

　　配水及び給水費 239,401 210,599 14.1 28,802 88.0

　　受託工事費 20,000 15,664 1.0 4,336 78.3

　　総係費 247,339 197,064 13.2 50,275 79.7

　　減価償却費 500,470 499,678 33.5 792 99.8

　　資産減耗費 736 635 0.0 101 86.3

営業外費用 192,911 181,723 12.2 11,188 94.2

　　　支払利息及び企業債取扱諸費 125,240 122,212 8.2 3,028 97.6

　　消費税及び地方消費税 67,507 59,406 4.0 8,101 88.0

　　雑支出 164 105 0.0 59 64.0

特別損失 2,076 843 0.1 1,233 40.6

　　過年度損益修正損 2,076 843 0.1 1,233 40.6

予備費 20,000 0 0.0 20,000 0.0

※消費税込み

執 行 率 ( ％ )

            (単位：千円）　

区 分 予 算 現 額

決 算 額

不 用 額
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（2）資本的収入及び支出

(収　入）

金 額 構成比率(％) 増 減 額 収 入 率 ( ％ )

資本的収入 164,790 120,745 100.0 -44,045 73.3

企業債 65,800 33,000 27.3 -32,800 50.2

国庫補助金 0 0 0.0 0 -

工事負担金 34,500 20,722 17.2 -13,778 60.1

給水負担金 63,140 65,120 53.9 1,980 103.1

固定資産売却代金 0 0 0.0 0 -

他会計負担金 1,350 1,903 1.6 553 141.0

　※　消費税込み

区 分 予 算 現 額

決 算 額 予 算 現 額 対 決 算 額

                 (単位：千円）　

資本的収入は、予算現額 164,790 千円に対し、決算額は 120,745 千円で収入率

は 73.3％となっている。 

 資本的支出は、当初予算額 838,116 千円に補正予算額 200,000 千円を減額し、 

前年度からの地方公営企業法第 26 条に規定による繰越額 42,658 千円を加えた、

予算現額 680,774 千円に対し、決算額 633,649 千円で執行率は 93.1％となって

いる。 
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(支　出）

金 額
構 成 比 率
( ％ )

資本的支出 680,774 633,649 100.0 0 47,125 93.1

建設改良費 266,355 229,231 36.2 0 37,124 86.1

企業債償還金 404,419 404,418 63.8 0 1 99.9

予備費 10,000 0 0.0 0 10,000 0.0

　※消費税込み

区 分 予 算 現 額 不用額 執 行 率 ( ％ )

　※資本的収入額が資本的支出額に不足する額512,904千円は、当年度分損益勘定留保資金431,130千円、当年
　   度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額9,996千円及び建設改良積立金71,778千円をもって補填した。

　　　　　　(単位：千円）　

決 算 額

繰 越 額
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４．財政状況について

金 額
構 成 比
( ％ )

金 額
構 成 比
( ％ )

14,370,468 84.1 14,652,767 83.6 -282,299 -1.9

41,687 0.2 48,537 0.3 -6,850 -14.1

20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

14,432,155 84.4 14,721,304 84.0 -289,149 -2.0

2,419,333 14.2 2,625,229 15.0 -205,896 -7.8

227,543 1.3 178,706 1.0 48,837 27.3

9,167 0.1 6,317 0.0 2,850 45.1

0 0.0 2,560 0.0 -2,560 -

-3,958 0.0 -4,478 0.0 520 11.6

2,652,085 15.6 2,808,334 16.0 -156,249 -5.6

17,084,240 100.0 17,529,638 100.0 -445,398 -2.5

9,185,655 53.8 9,560,425 54.5 -374,770 -3.9

725,069 4.2 784,916 4.5 -59,847 -7.6

1,600,016 9.4 1,589,526 9.1 10,490 0.7

11,510,740 67.4 11,934,867 68.1 -424,127 -3.6

307,350 1.8 307,350 1.7 0 0.0

307,350 1.8 307,350 1.7 0 0.0

1,413,081 8.3 1,413,081 8.1 0 0.0

減 債 積 立 金 252,600 1.4 252,600 1.4 0 0.0

利 益 積 立 金 290,000 1.7 290,000 1.7 0 0.0

建 設 改 良 積 立 金 972,822 5.7 1,044,600 6.0 -71,778 -6.9
繰 越 利 益 剰 余 金
年 度 末 残 高 2,358,918 13.8 2,228,102 12.7 130,816 5.9

当 年 度 純 利 益 -21,271 -0.1 59,038 0.3 -80,309 -136.0

計 3,853,069 22.5 3,874,340 22.1 -21,271 -0.5

5,266,150 30.8 5,287,421 30.2 -21,271 -0.4

5,573,500 32.6 5,594,771 31.9 -21,271 -0.4

17,084,240 100.0 17,529,638 100.0 -445,398 -2.5

※消費税抜き

比較貸借対照表

               (単位：千円）　

年度別
４ 年 度 ３ 年 度

増 減 額
増 減 率
( ％ )

項  目

投 資

計
流

動

資

産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

貸 倒 引 当 金

計

計
負

債

固 定 負 債

流 動 負 債

繰 延 収 益

計

資

産

固

定

資

産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

負 債 ・ 資 本 合 計

資

本

資

本

金

自 己 資 本 金

計
剰

余

金

資 本 剰 余 金
利

益

剰

余

金

計

計
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(1) 資 産 

本年度末における資産額は、17,084,240 千円で前年度末に比べ 445,398 千円減少

している。 

これは主に有形固定資産及び現金預金が減少したためである。 

また、本年度末における未収金は 227,543 千円で、その内訳は未収水道料金、未

収メーター使用料等の営業未収金が 142,039 千円、他会計補助金等の営業外未収金

が 66,617 千円、他会計負担金等のその他未収金が 18,887 千円となっており、前年

度に比べ 48,837 千円増額している。 

なお、営業未収金の未収水道料金及び未収メーター使用料 102,757 千円のうち

100,917 千円とほとんどが年度末調定にかかるもので、令和 3 年度分が 596 千円と

なっており、令和 2 年度以前のものは、289 千円の回収と平成 29 年度分の未収金 520

千円の不納欠損処理の結果、1,244 千円となっている。 

(2) 負 債 

本年度末における負債額は、11,510,740 千円で、前年度末に比べ 424,127 千円

減少している。 

これは主に、固定負債の企業債が減少したことによるものである。 

(3) 資 本 

本年度末における資本額は、5,573,500 千円で前年度末に比べ 21,271 千円減少

している。 

これは、当年度純利益及び繰越利益余剰金年度末残高が減少したことによるもの

である。 
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５．経営内容について

　　費　　　　　　　　用　　　　　　　　構　　　　　　　　成

項　目　　年度別　　　年度別 4 3 2 元 30 4 3 2

給 料 80,097 84,794 86,876 79,362 85,969 10.85 11.33 11.40

手 当 39,602 46,551 47,948 45,947 50,740 5.37 6.22 6.29

報 酬 0 0 0 12,272 12,532 0.00 0.00 0.00
賞 与 引 当 金
繰 入 額 12,932 13,079 14,965 - - 1.75 1.75 1.96

退 職 給 付 費 10,429 0 18,247 35,064 11,157 1.41 0.00 2.39

法 定 福 利 費 24,751 26,999 28,705 29,425 30,843 3.35 3.61 3.77

小 計 167,811 171,423 196,741 202,070 191,241 22.73 22.91 25.81

支 払 利 息 等 122,211 128,516 130,988 136,587 142,271 16.56 17.17 17.18

減 価 償 却 費 499,678 490,912 401,967 397,586 394,980 67.70 65.58 52.74

小 計 621,889 619,428 532,955 534,173 537,251 84.26 82.75 69.92

789,700 790,851 729,696 736,243 728,492 106.98 105.66 95.73

157,248 130,068 114,934 118,449 118,234 21.30 17.38 15.08

36,378 44,001 39,418 31,683 41,141 4.93 5.88 5.17

8,761 11,447 10,045 8,474 11,370 1.19 1.53 1.32

2,433 1,538 1,991 1,916 1,636 0.33 0.21 0.26

5,708 4,971 5,346 4,697 4,582 0.77 0.66 0.70

108,284 132,229 151,641 160,720 162,085 14.67 17.66 19.89

318,812 324,254 323,375 325,939 339,048 43.19 43.32 42.42

258,287 223,351 318,849 246,586 257,633 34.99 29.83 41.83

△ 69,289 △ 67,987 △ 69,415 △ 63,344 △ 62,106 △ 9.38 △ 9.08 △9.10

1,297,510 1,270,469 1,302,505 1,245,424 1,263,067 175.79 169.73 170.87

※消費税抜き

　　　区　分 　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　額　　（千円） 　　給　　　　水　　　　原

固

定

経

費

職

員

給

与

費
資

本

費

計
変

動

経

費

動 力 費

修 繕 費

路 面 復 旧 費

材 料 費

薬 品 費

受 水 費

計

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 の 経 費

（注）受託工事費、附帯事業費及び不用品売却原価並びに特別損失を除く。

合 計

本年度の給水量１㎥当たりの原価は、175 円 79 銭で前年度より修繕費、路面

復旧費等は減少したものの、退職給付費、動力費、その他の経費等の増加により、

6 円６銭高くなっている。給水原価の構成をみると、固定経費の職員給与費

12.9％、支払利息等と減価償却費で 38.5％、変動経費の動力費で 12.1％と、こ

れだけで全体の 63.5％を占めている。 

 一方、供給単価は 149 円 25 銭となり、給水収益が減少し、有収水量は減少し

ていることで前年度より 7 円 2 銭低くなっている。 

 以上の結果、本年度において、26 円 54 銭の販売損となり、販売損は前年度よ

り 13 円 26 銭増加した。 
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元 30 4 3 2

10.74 11.59 6.2 6.7 6.7

6.22 6.84 3.0 3.7 3.7

1.66 1.69 0.0 0.0 0.0

- - 1.0 1.0 1.1

4.74 1.50 0.8 0.0 1.4

3.98 4.16 1.9 2.1 2.2

27.34 25.78 12.9 13.5 15.1

18.48 19.19 9.4 10.1 10.1

53.79 53.27 38.5 38.6 30.9

72.27 72.46 47.9 48.7 41.0

99.61 98.24 60.8 62.2 56.1

16.02 15.95 12.1 10.2 8.8

4.29 5.55 2.8 3.5 3.0

1.14 1.53 0.7 0.9 0.8

0.26 0.22 0.2 0.1 0.2

0.64 0.62 0.5 0.4 0.4

21.74 21.86 8.3 10.4 11.6

44.09 45.73 24.6 25.5 24.8

33.36 34.74 19.9 17.6 24.5

△ 8.57 △ 8.37 △ 5.3 △ 5.3 △ 5.3

168.49 170.34 100.0 100.0 100.0

すう勢比は平成３０年度を１００とした。

給   水   原   価   及   び   供   給   単   価   表

年　度

項　目

　       年間総有収水量

販売損益＝  供給単価-給水原価

　　　　比　　　　　　　　較　　　　　　　　表

　　価　　　（円） 　　　構　　　　成　　　　比　　　　率　　（％） 　す　　　　　　う　　　　　　勢　　　　　　比

98.6 101.1 92.3 100.0

元 30 4 3 2 元

78.0 91.7 94.5 90.6

30

6.4 6.8 93.2

100.0

1.0 1.0 0.0 0.0 0.0 97.9 100.0

3.7 4.0

314.3 100.0

- - - - - -

80.2 87.5 93.1 95.4

-

2.8 0.9 93.5 0.0 163.5

100.0

16.2 15.2 87.7 89.6 102.9 105.7 100.0

2.3 2.5

11.0 11.2 85.9 90.3 92.1

42.9 42.5 115.8 115.3

96.0 100.0

31.9 31.3 126.5 124.3 101.8 100.7 100.0

99.2 99.4 100.0

59.1 57.7 108.4 108.6 100.2 101.1 100.0

9.5 9.4 133.0 110.0 97.2 100.2 100.0

2.5 3.2 88.4 107.0 95.8 77.0 100.0

0.7 0.9 77.1 100.7 88.3 74.5 100.0

0.2 0.1 148.7 94.0 121.7 117.1 100.0

0.4 0.4 124.6 108.5 116.7 102.5 100.0

100.0

12.9 12.8 66.8 81.6 93.6

123.8

99.2 100.0

26.2 26.8 94.0 95.6 95.4 96.1

100.0

△ 5.1 △ 4.9 111.6 109.5 111.8 102.0 100.0

100.0 100.0 102.7 100.6 103.1

95.719.8 20.4 100.3 86.7

98.6 100.0

（消費税抜き）

4 3 2 元 30

給水原価

経常費用 - 受託工事費等
-長期前受金戻入

175円79銭 169円73銭 170円87銭 168円49銭 170円34銭

供給単価　　
　　給 水 収 益

149円25銭 156円45銭 141円74銭 157円04銭 157円32銭
           年間総有収水量

△26円54銭 △13円28銭 △29円13銭 △11円45銭 △13円02銭

本年度の給水量１㎥当たりの原価は、175 円 79 銭で前年度より修繕費、路面

復旧費等は減少したものの、退職給付費、動力費、その他の経費等の増加により、

6 円６銭高くなっている。給水原価の構成をみると、固定経費の職員給与費

12.9％、支払利息等と減価償却費で 38.5％、変動経費の動力費で 12.1％と、こ

れだけで全体の 63.5％を占めている。 

 一方、供給単価は 149 円 25 銭となり、給水収益が減少し、有収水量は減少し

ていることで前年度より 7 円 2 銭低くなっている。 

 以上の結果、本年度において、26 円 54 銭の販売損となり、販売損は前年度よ

り 13 円 26 銭増加した。 
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６．むすび

本年度は、給水人口が減少し、給水戸数は開発により増加となったものの、年

間総配水量については3.5%の減少となった。有収水量は1.4%減、有収率は2.1％

増加して い る 。給水収益は前年度に比べて 69,445 千円（ 5.9 ％）減額の

1,101,620千円となっている。一方で、営業外収益は前年度に比べて63,795千円

（48.5％）の増額となっている。これは、前々年度実施したコロナ減免を4年度

は再度実施し、給水収益が減少したことによる。一方、そのための一般会計から

の繰り入れが行われたことにより、営業外収益は増加となった。

また、総収益は1,360,535千円で前年比37,823千円減少し、総費用は、

1,381,806千円で前年比42,485千円増加しており、21,271千円の当年度純損失と

なった。前年度繰越利益剰余金2,287,140千円とその他未処分利益剰余金変動額

71,778千円と合わせ2,337,647千円が当年度未処分利益剰余金となっている。

財務状態を見ると、営業収支比率や経常収支比率は前年度までの比較的安定し

た数値から、有収水量の減少や減価償却費の増加に伴う費用の増加などにより、

当年度純損失となったことで数値が悪化となった。

業務分析では、前年度に比べ、営業収益が減少となったが、逆に営業費用が増

加となっている。

今後も事業経営に影響を与える要因として、前年と同じく企業団水受水管布設

替工事をはじめとする配水管に係る減価償却費や企業債の償還等があげられる。

今後も厳しい事業経営が続くと見込まれるため、事業運営の根幹となる給水収

益の確保方策の検討や、事業費用の削減、実効性のある資産の運用により、さら

に効率的、効果的な事務事業の運営を図り、事業経営の安定化に努めていただく

とともに、引き続き安心安全な水の供給に努めていただきたい。

<今後の事業運営にあたり、以下の意見を申し添えます。>

１．有収率は98.6%と前年度より2.1ポイント増加し、高い数値を示しており、無

収水量、無効水量とも減少している。このような収益につながらない無収水量

が減少しているにもかかわらず、供給単価が減少していることが問題であり、

この課題の改善に向けての施策を講じていただきたい。
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２．老朽化した管路等の更新や耐震化を推進していく上では、期間も長期にわた

り、費用も多額になることから、今後も引き続き建設改良積立金の拡充が重要

であり、利益確保に向けた取り組みに努めていただきたい。

３．多発している地震や線状降水帯による局地的豪雨などの災害に備えた対策に

努めていただきたい。

４．水需要の変動など状況を分析するとともに的確な経営戦略を図り、また、定

期的に水道料金の見直しについても検討し、安定した事業運営に努めていただ

きたい。
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参考資料１　 財務分析表

参考資料２　 貸借対照表構成並びに増減比率表

参考資料３　 令和２年度　当初予算キャッシュフロー計算書

水道事業会計決算参考資料
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参考資料１

項 目 単 位 ４ 年 度 ３ 年 度 ２ 年 度

固 定 資 産

固 定 資 産 ＋ 流 動 資 産 ＋ 繰 延 資 産

固 定 負 債

負 債 資 本 合 計

固 定 資 産

資 本 金 ＋ 剰 余 金 ＋ 評 価 差 額 等 ＋ 繰 延 収 益

固 定 資 産
固 定 負 債 ＋ 資 本 金 ＋ 剰 余 金
＋ 評 価 差 額 等 ＋ 繰 延 収 益

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

負 債 資 本 合 計

流 動 資 産

流 動 負 債

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

（期首流動資産＋期末流動資産）×１／２

経 常 収 益

経 常 費 用

営 業 収 益 ― 受 託 工 事 収 益

営 業 費 用 － 受 託 工 事 費 用

建設改良のための企業債償還元金

給 水 収 益

建設改良のための企業債元利償還金

給 水 収 益

職 員 給 与 費

給 水 収 益

現 金 預 金

流 動 負 債

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

（期首固定資産＋期末固定資産）×１／２

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

（期首未収金＋期末未収金）×１／２

支 払 利 息 ＋ 企 業 債 取 扱 諸 費
負債（企業債＋他会計借入金＋一時借入金）＋借入資本金

企 業 債 償 還 元 金

減 価 償 却 費

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

（期首未払金＋期末未払金）×１／２

累 積 欠 損 金

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

不 良 債 務 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益不 良 債 務 比 率 ％ - - -
×100

累 積 欠 損 金 比 率 ％ - - -
×100

未 払 金 回 転 率 回 5.1 5.2 5.6

企 業 債 利 息 対 料 金
収 入 比 率 ％ 80.9 84.3 98.6

×100

利 子 負 担 率 ％ 1.2 1.2 1.2
×100

未 収 金 回 転 率 回 5.7 7.0 5.0

固 定 資 産 回 転 率 回 0.1 0.1 0.1

現 金 比 率 ％ 333.7 334.5 363.8
×100

職 員 給 与 費 対 料 金
収 入 比 率 ％ 15.2 14.6 18.2

×100

企業債元利償還金対料
金 収 入 比 率 ％ 47.8 46.3 48.8

×100

企 業 債 償 還 元 金 対
料 金 収 入 比 率 ％ 36.7 35.4 36.7

×100

営 業 収 支 比 率 ％ 93.3 104.8 93.7
×100

経 常 収 支 比 率 ％ 98.5 104.5 101.9
×100

流 動 資 産 回 転 率 回 0.4 0.4 0.4
×100

流 動 比 率 ％ 365.8 357.8 388.1

自 己 資 本 構 成 比 率 ％ 42.0 41.0 40.3
×100

固 定 資 産 対 長 期
資 本 比 率 ％ 88.2 87.9 87.0

×100

固 定 比 率 ％ 201.2 204.9 206.5
×100

固 定 負 債 構 成 比 率 ％ 53.8 54.5 55.4
×100

　　　　財　　　　務　　　　分　　　　析　　　　表

             算                                        式

固 定 資 産 構 成 比 率 ％ 84.5 84.0 83.2
×100
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参考資料２

　※消費税抜き

資 産 合 計 17,084,240 100.0 17,529,638 100.0 -445,398 -2.5

-5.6計 2,652,085 15.6 2,808,334 16.0 -156,249

貸 倒 引 当 金 -3,958 0.0 -4,478 0.0 520 -11.6

前 払 金 0 0.0 2,560 0.0 -2,560 -

45.1貯 蔵 品 9,167 0.1 6,317 0.0 2,850

未 収 金 227,543 1.3 178,706 1.0 48,837 27.3

流

動

資

産

現 金 預 金 2,419,333 14.2 2,625,229 15.0 -205,896 -7.8

計 14,432,155 84.4 14,721,304 84.0 -289,149 -2.0

0 -投 資 20,000 0.1 20,000 0.1

ソ フ ト ウ ェ ア 41,369 0.2 48,219 0.4 -6,850 -14.2

電 話 加 入 権 318 0.0 318 0.0 0 -

-23.6建 設 仮 勘 定 33,201 0.2 43,447 0.2 -10,246

工具器具及び備品 19,585 0.1 16,229 0.1 3,356 20.7

62.7車 両 運 搬 具 2,289 0.0 1,407 0.0 882

機 械 及 び 装 置 692,935 4.1 739,677 4.2 -46,742 -6.3

構 築 物 10,849,323 63.5 11,018,968 62.9 -169,645 -1.5

建 物 2,291,595 13.4 2,351,469 13.4 -59,874 -2.5

0 -

固

定

資

産

土 地 481,540 2.8 481,540 2.7

金 額 構 成 比 (%) 金 額 構 成 比 (%) 増 減 額 比 率 (%)

貸 借 対 照 表 構 成 並

　　　　　　　　　　　         借            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

科 目

４ 年 度 ３ 年 度 対 前 年 度
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　　　　　（単位：千円）

-0.4

負 債 ・ 繰 延 収 益 ・ 資 本 合 計 17,084,240 100.0 17,529,638 100.0 -445,398 -2.5

計 5,573,500 32.6 5,594,771 31.9 -21,271

5.9

当 年 度 純 利 益 -21,271 -0.1 59,038 0.3

-

-80,309 -136.0

繰 越 利 益 剰 余 金
年 度 末 残 高 2,358,918 13.8 2,228,102 12.7 130,816

利 益 積 立 金 290,000 1.7 290,000 1.7 0

972,822 5.7 1,044,600 6.0 -71,778 -6.9

0 -

建 設 改 良 積 立 金

減 債 積 立 金 252,600 1.4 252,600 1.4

4,193 0.0 0 -

0.0 0 -0 0.0 0

資

本

自 己 資 本 金 307,350 1.8

その他資本剰余金 4,193 0.0

0 -

国 庫 補 助 金

給 水 負 担 金 845,640 4.9 845,640 4.8

7,676 0.1 7,676 0.1 0 -

0 -

受 贈 財 産 評 価 額

0 -307,350 1.7

工 事 負 担 金 555,572 3.3 555,572 3.2

9.1 10,490 0.7計 1,600,016 9.4 1,589,526

-8.8 -1,446,827 -8.2 -69,289 4.8

2.6

収 益 化 累 計 額 -1,516,116

長 期 前 受 金 3,116,132 18.2 3,036,353 17.3 79,779

-59,847 -7.6
繰

延

収

益

計 725,069 4.2 784,916 4.5

97,763 0.6 99,174 0.6 -1,411 -1.4

-225 -1.4

そ の 他 流 動 負 債

引 当 金 15,398 0.1 15,623 0.1

流

動

負

債

企 業 債 418,199 2.4

1,574 0.0 2,693 0.0 -1,119 -41.6

-70,873 -26.9

前 受 金

13,781 3.4

未 払 金

404,418 2.3

192,135 1.1 263,008 1.5

54.5 -374,770 -3.9固 定 負 債 9,185,655 53.8 9,560,425

金 額 構 成 比 (%) 増 減 額 比 率 (%)

３ 年 度 対 前 年 度

金 額 構 成 比 (%)

び に 増 減 比 率 表

　　　　　　　　　　　　　　　　貸                  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方

科 目

４ 年 度
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交野市水道事業会計 間接法 （単位　千円）

１ 業務活動によるキャッシュフロー

　当年度純損失 △ 21,271

　減価償却費 499,678

　資産減耗費 635

　退職給付引当金の増加額 10,428

　賞与引当金等の減少額 △ 225

　貸倒引当金の減少額 △ 520

　長期前受金戻入額 △ 69,289

　受取利息及び配当金 △ 677

　支払利息及び企業債取扱諸費 122,211

　営業及び営業外未収金増加額 △ 53,934

　棚卸資産の増加 △ 2,850

　営業及び営業外未払金・未払費用減少額 △ 19,381

　前払金・前払費用減少額 2,560

　前受金・仮受金減少額 △ 1,119

　その他流動負債の減少額 △ 1,411

　その他流動資産の減少額 0

小計 464,835

　受取利息及び配当金 677

　支払利息及び企業債取扱諸費 △ 122,211

業務活動によるキャッシュフロー① 343,301

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産取得・建設改良事業等実施額 △ 211,164

　国庫補助金による収入 0

　工事負担金による収入 18,676

　給水負担金による収入 59,200

　他会計負担金による収入 1,903

　固定資産売却代金による収入 0

　投資活動に伴う未収金等の債権の減少額 5,097

　投資活動に伴う未払金等の債務の減少額 △ 51,491

投資活動によるキャッシュ・フロー② △ 177,779

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 33,000

　建設改良等の財源に充てるための企業債償還による支出 △ 404,417

財務活動によるキャッシュ・フロー③ △ 371,417

資金の減少額④＝①＋②＋③ △ 205,895

資金の期首残高 2,625,229

資金の期末残高 2,419,334

参考資料３

令和４年度　交野市水道事業キャッシュフロー計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）
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